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1．案件名

ガーナ国技術教育制度化支援計画

（Technical and Vocational Education and Training Support Project; TVETS）

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

ガーナ国（以下「ガ」国）は2006年7月にTVET法を制定し、産業界のニーズに沿った需要主導型の
技術・職業教育訓練（Technical and Vocational Education and Training; TVET）を導入してTVET
を強化することを目指している。本プロジェクトは、産業人材育成の監督・調整機関として設立され
る技術・職業教育訓練評議会（Council for Technical and Vocational Education and Training,
COTVET）をはじめとするTVET実施機関の組織強化と人材育成、および首都アクラとその近郊におけ
るTVET教育機関での需要主導型TVETの実証を通じて、需要主導型TVETの制度化、実施体制の強化
を支援する。

（2）協力期間

2007年4月～2011年3月（4年間）

（3）協力総額（日本側）

3.9億円

（4）協力相手先機関

教育科学スポーツ省及び人材青年雇用省

（5）国内協力機関

厚生労働省、独立行政法人 雇用能力開発機構（本邦研修受入の協力機関）

（6）裨益対象者及び規模、等

本プロジェクトでは中央レベルのTVET実施機関の設立を支援し、能力強化を図ることから、直接裨益
者は以下のようなTVET実施機関である。1）産業人材育成の監督・総合調整機関としての
COTVET、2）COTVET設立に付随して設置される職能基準の策定を統括する産業諮問委員会
（Industrial Training Advisory Committee, ITAC）、3）職業資格制度の策定及び職能基準レベル毎
の資格認定を行うガーナ国家職業訓練資格認定機関（National TVET Qualifications Committee,
NTQC）、4）職種グループ毎の訓練ニーズの吸い上げとカリキュラム等について諮問する業種諮問委
員会（Industry Training Advisory Sub-Committee, ITAC Sub-Committee）、5）職業訓練機関の
認定・登録及び訓練評価等を担当する資格試験制度監督機関（Training Quality Assurance
Committee, TQAC）等が直接裨益者として位置づけられる。

間接裨益者は、TVET制度化の過程で需要主導型TVETをパイロット的に試行導入する試行対象校（以
下試行校）の教員および生徒、ならびにアクラ市内および近郊の労働者および企業も裨益者となる。
試行校の候補は、アクラポリテクニック（教育科学スポーツ省管轄）、技術高校（Technical
Institute, TI、教育科学スポーツ省管轄）及びココムレムレ国家職業訓練校（NVTI、人材青年雇用省
管轄）の3校が挙がっており、最終的にCOTVETと調整した上で決定されることとなっている。

また、本プロジェクトでは、右試行校での需要主導型TVET試行を通じ、TVET法の実施体制の強化と



TVETの制度化促進を目指すことから、全国のポリテクニック、TI、NVTI等の公的職業訓練校の他、
民間職業訓練校を含む300校以上のTVET教育機関が広義の裨益対象として位置づけられる。

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

産業人材育成は「ガ」国貧困削減戦略（Growth and Poverty Reduction Strategy II, GPRS II, 2006-
2009年）における開発重点基幹4分野の1つとして位置づけられている。しかしながら、TVETセク
ターについては多くの課題が指摘されている。課題としては、1）複数の関係省庁が異なった訓練施
設を用いて独自の教育訓練を実施しており、教育・訓練の内容やレベルに一貫性がないこと、2）教
育・訓練自体が理論中心で実践的でないこと、3）教育・訓練の内容がTVET主管庁による供給主導型
で、産業界のニーズに合致していないこと、などがあり、産業界が求める人材を育成することが困難
な状況にある。

このため、我が国は2000年から約1年半に亘って「技術教育計画開発調査」を「ガ」国と共同で実施
し、需要主導型TVETの導入が産業人材育成に対する1つの方策であるとの結論を得た。需要主導型
TVETとは、産業界の需要に応じて職種ごとに必要とされる職務遂行能力をレベル別に整理して職能基
準を策定し、これに応じた資格制度、カリキュラムにより教育・訓練を実施する制度である。中央レ
ベルに設立される各種TVET実施機関は、産業界からの参画の下、こうした国家統一的な職能基準、資
格制度、カリキュラムを策定、更新、運用する。各TVET教育機関はこれに基づいた教育・訓練を実施
することにより、所管官庁に関わらず、労働市場が真に必要とする人材を育成することが可能となる
と同時に、個人レベルでは修了した教育・訓練が資格として公式に認定されるため、労働市場に円滑
に参入することが期待されている。

「ガ」国はこの提言を受け入れ、需要主導型TVETへの転換を早期実現すべく、我が方からの支援の
下、2004年5月に「国家技術・職業訓練政策法案策定に関するフォーラム」を開催し、関係省
庁、NGO団体及び産業界を含む関係諸機関による意見集約を行った。その後、同年8月には、教育省
及び人材開発雇用省（当時）によりTVET政策が内閣に付託され、翌2005年5月には閣議承認され、
需要主導型TVET導入が同国のTVETに採用される運びとなった。

2005年2月には教育省及び人材開発雇用省両事務次官の要請により発足した作業部会にてTVET政策
導入のためのガイドラインが作成され、同年7月に官学民のTVET関係機関が参加し、教育円卓会議が
開催され需要主導型TVET導入についての共通認識が醸成された。

また、我が方はTVET政策施行の法的根拠をなるCOTVET法案（TVET法）の制定過程を支援
し、2006年7月27日付で同法案が国会で可決・成立し、同年8月31日付の大統領署名を経て発効し
た。我が方は現在、教育科学スポーツ省及び人材青年雇用省両事務次官の要請により2006年6月に発
足したCOTVET設立準備技術委員会（COTVET Preparation Technical Committee, CPTC）の活動を
支援し、COTVET設立に向けたミッションドキュメント及び職能基準と職業資格制度導入指針等の作
成等を実施している。

これらを受け、本件プロジェクトはCOTVET法により新たに設立されるCOTVETをはじめとするTVET
実施機関の組織強化及び職員の人材育成を通じて需要主導型TVET導入についての実施体制確立を目的
とした技術協力を実施することを目標とする。また、プロジェクトにおいて、需要主導型TVETに基づ
いた訓練を試行校でパイロット的に試行することとし、その結果をTVETの制度化にフィードバックし
て機能的な実施体制を確立することとする。

本プロジェクトは中央レベルにおけるTVET制度化支援が活動の中心となることから、首都アクラ及び
その近郊をサイトとする。また、需要主導型TVETを試行導入する分野については、訓練ニーズ調査の
結果及び「ガ」国側との協議により、就業の際の汎用性が最も高く就業機会に結びつき易いのと同時
に、多くの教育機関に存在することから、機械工学分野を選定することとする。

（2）相手国政府国家政策上の位置付け

「ガ」国貧困削減戦略において、産業人材育成は4基幹分野の1つとして位置づけられている。また、
教育分野開発戦略（2003－2015年）においてもTVETの拡充は10重点開発分野の1つとしてその実



施が求められている。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付
け）

対「ガ」国国別援助計画における二本柱の一つとして、産業育成及び地方農村部の活性化が掲げられ
ており、本プロジェクトは、産業育成分野における戦略プログラムの1つである産業人材育成に資す
るものとして位置づけられている。

4．協力の枠組み

※一部の指標の数値については現時点では設定することが困難であるため、プロジェクト開始後速や
かに設定することとする。

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

TVET実施機関の組織強化、人材育成及び需要主導型TVETに基づく教育・訓練の試行を通じ、需要主
導型TVET導入に係る実施体制が強化される。

指標・目標値：

需要主導型TVETによる機械工学分野（パイロット分野）での該当職能基準レベルの職能基準及び訓練
パッケージ（訓練カリキュラム、シラバス、訓練モジュール、訓練教材等）が作成される、需要主導
型TVETにより訓練を受けた労働者が輩出される、機械工学分野での職能基準レベルの修了率が70％
以上となる。

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

（ア）需要主導型TVETを導入するTVET教育機関が増加する。

（イ）資格認定制度が運用されている。

指標・目標値：

機械工学分野における中級・上級レベルの訓練パッケージ開発数、機械工学分野における中級・上級
レベルの需要主導型TVET導入校、機械工学分野以外の業種諮問委員会設立数がプロジェクト終了時よ
りも増加する、需要主導型TVETを受けた労働者数がプロジェクト終了時と比較して30％以上増加す
る、機械工学分野以外の需要主導型TVET導入数、職能基準毎の修了率が70％以上維持される

（2）成果（アウトプット）と活動

成果1 COTVETが設置され、TVET実施機関の組織能力及び政策運営能力が獲得される。

活動1 TVET実施機関（COTVET, ITAC, NTQC, TQAC,機械工学分野の業種諮問委員会等）の設立支援

活動2 COTVETおよびその他TVET実施機関職員への訓練、技術支援の実施

活動3 機械工学分野の需要主導型TVET試行校の選択と試行訓練コースの絞込み

活動4 TVET実施機関における機械工学分野の職能基準、資格認定基準、カリキュラムの開発及び定期
的な更新制度の確立

活動5 需要主導型TVET実施に関する官民協調促進及び関連省庁の理解促進を目的としたワークショッ
プ等の開催及びマスメディア、インターネット等を利用した広報活動の実施

活動6 上記活動のモニタリング及び評価

指標・目標値：



TVET実施機関が設立される、広報を通じて政府機関及び産業界の需要主導型TVETについての理解が
向上する

成果2 機械工学分野の需要主導型TVETが試行校で実施されることにより、TVET制度化に向けた教訓
が蓄積される。

活動1 各試行校における機械工学分野のシラバス作成、訓練モジュール開発及び定期的な更新制度の
確立

活動2 試行校における訓練教材の作成

活動3 試行校教員等に対するカリキュラム開発及び教授法訓練の実施

活動4 機械工学分野の需要主導型TVETの試行

活動5 機械工学分野での企業OJTの試行

活動6 試行校における訓練の評価および評価結果の訓練への反映

活動7 TVET実施機関による上記活動のモニタリング及び評価

活動8 TVET実施機関による上記活動から得た教訓の他TVET教育機関へのフィードバック

指標・目標値：

試行校での機械工学分野の需要主導型TVET試行に必要な訓練パッケージ（訓練カリキュラム、シラバ
ス、訓練モジュール、訓練教材等）が開発される、機械工学分野での需要主導型TVET導入に関する教
員訓練が実施される、試行校での訓練について民間企業が機械工学分野での企業OJTに参加する、機
械工学分野において学生が需要主導型TVETを受講する、試行校卒業生の就業機会が拡大する（卒業生
1人当たりの有効求人倍率の増加度、卒業生の就職率の増加度等で評価する）

成果3 他分野における需要主導型TVET実施のための環境が整備される。

活動1 ニーズ調査の実施及び調査手法の導入支援

活動2 COTVETによるニーズ調査結果の開示及び需要主導型TVET教育機関の情報提供の促進

活動3 機械工学分野以外での業種諮問委員会設立支援

活動4 機械工学分野以外での需要主導型TVET導入に関するセミナー又はワークショップ等の実施

活動5 上記活動のモニタリング及び評価

指標・目標値：

ニーズ調査を通じて機械工学分野以外の需要主導型TVETの導入予定分野が選定される、

需要主導型TVETへの参画企業数が増加する、機械工学分野以外の需要主導型TVET導入に関するセミ
ナー又はワークショップが開催される、機械工学分野以外の業種諮問委員会が設立される

（3）投入（インプット）

1）日本側（総額3.9億円）

専門家派遣
長期 チーフアドバイザー／技術教育管理 48M/M
業務調整／職業訓練機関組織化促進 48M/M、他）計96M/M
短期（教育機材他） 計9M/M

現地テクニカル・オフィサー
需要主導型TVET制度 8M/M
組織化／カリキュラム開発 48M/M
指導者訓練／パイロット実施 48M/M
その他



研修員受入れ
技術教育運営管理 年間2名×2週間×4年
教材開発 年間3名×1ヶ月×4年
第三国研修／技術交換 年間3名×3週間×2回

機材供与 パイロット分野での需要主導型TVETに必要となる資機材、TVET実施機関への資機材
等 年間5－10百万

2）ガーナ国側

カウンターパート及び事務職員等の配置、カウンターパート人件費、その他所要施設・土地手
配、免税措置、その他ローカルコスト

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

上位目標レベル 1）TVET実施機関の職員の定着、2）TVET実施機関の民間出向職員の定着

プロジェクト目標レベル 1）企業OJT実施に対する産業界との連携確保

成果レベル 1）需要主導型TVETの導入に必要な資金確保、2）TVET実施機関及びTVET教育機関への
予算措置が政府側及び産業界双方からなされる、3）TVET実施機関及びTVET教育機関に職員が配置
され定着する。

5．評価5項目による評価結果

（1）妥当性

＜相手国のニーズとの整合性＞

前述3．（1）のとおり、「ガ」国では、複数の異なる省庁が実施しているTVETを統合・整理し、産
業界の求める人材を育成することが急務となっていることから、COTVETをはじめとするTVET実施機
関の組織強化、人材育成、及び需要主導型TVETに基づいた訓練の試行を通じ、需要主導型TVET導入
に係る実施体制の確立を支援することは、「ガ」国の貧困削減戦略並びに教育分野開発戦略の緊急課
題であるTVETの強化に貢献する。また、本プロジェクトで試行される機械工学分野の訓練は、産業人
材育成を通じたアクラ及びその近郊の既存企業に対する生産性向上に有意義であるのみならず、訓練
終了後に起業が見込める分野であることから地場産業振興のニーズも満たすものである。

＜日本の援助の方針＞

上述のとおり、対「ガ」国国別援助計画においては、援助重点課題として「産業育成」を掲げてい
る。本案件は、初中等理数科教育と並び、産業発展に資する人材育成プログラムとして位置づけられ
ていることから、対「ガ」国援助方針の観点からも妥当性が高い。

（2）有効性

プロジェクトの成果（アウトプット）として設定されている3項目のうち、まずCOTVETをはじめと
するTVET実施機関の設立支援を行い、設立後は組織強化を実施する（成果1）。TVET実施機関が需
要主導型TVETの導入プロセスに関するノウハウを獲得できるよう、機械工学分野をパイロット分野と
して、教材開発並びに教員訓練を実施し需要主導型TVETを試行する（成果2）。また、成果1及び2
を踏まえて、機械工学分野以外での需要主導型TVET導入の環境整備を実施する（成果3）。

すなわち、成果1によりTVET実施機関が設置され、需要主導型TVET導入に必要な実施ガイドライン
等が整備される。これらの実施ガイドラインは成果2の機械工学分野における需要主導型TVETの試行
により適用性及び妥当性が検証され、成果3で機械工学分野以外での需要主導型TVET導入の環境整備
がもたらされる。

このように、成果は相互に緊密な関連性を有し、プロジェクト終了時にはCOTVETをはじめとする
TVET実施機関の組織強化によるガーナにおけるTVET実施モデルが構築され、TVET運用の方向性が
定まることが期待される。



（3）効率性

本プロジェクトの実施にあたり特筆すべきは、需要主導型TVETの導入に対する実施体制を拡充してい
く中で、日本の経済発展の基盤となっている産業人材育成の知見と需要主導型TVETの先行導入国での
実務経験を持つ人材・ノウハウの双方が用いられることである。

プロジェクトの実施体制では、需要主導型TVETの実施枠組み作成支援に先行導入国での実務経験を持
つ人材・ノウハウを活用する。また、日本においても、産業界の技術革新に柔軟に対応して公的職業
訓練機関や民間企業が人材育成を行ってきた知見が蓄積されていることから、実施枠組みを実際に機
能することを可能にするための支援を邦人専門家が担当することにより比較優位に応じた役割分担を
する。

加えて、「ガ」国側はCOTVET法案を国会で可決・成立させ、需要主導型TVET導入に向けた政策的優
先度は高いと言え、必要な予算措置や人的投入が予定されることから、プロジェクトの効率的な実施
が見込まれる。

（4）インパクト

本プロジェクトでは、まずTVET実施機関を設立支援し、機械工学分野での需要主導型TVETを試行校
で導入する。この需要主導型TVET導入の過程においてTVET実施機関の組織が強化され、需要主導型
TVETが制度化されることにより、機械工学分野のみならず他分野の需要主導型TVET導入へと発展し
ていく見込みが高い。この結果、上位目標にある他分野における需要主導型TVETの導入が達成される
可能性は十分にあると思われる。ただし、実際の需要主導型TVET導入の拡大は、人材の投入並びに産
業界との連携が確保など、更なる「ガ」国側のTVET政策が実行に移されることが必要となる。

（5）自立発展性

本プロジェクトは、先のCOTVET法制定に伴い実施されるものであり、組織・制度的自立発展、およ
び財政的自立発展に向けた根拠が明確である。

同時に、本プロジェクトは需要主導型TVETの本格導入に向けたパイロットプロジェクトとして位置づ
けられる。本プロジェクトの成果をもって組織的に経験・教訓が蓄積され、事業予算並びに人材投入
の安定化により需要主導型TVET導入が促進され、制度が持続的に運用されることが期待される。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

需要主導型TVETの導入により、産業界のニーズに適合した技術を獲得できるような技術・職業教育訓
練が実施され、TVET分野の質的向上が成されれば労働者の質は向上し、就業機会が拡大することが期
待される。また、需要主導型TVETの導入は企業の生産性向上をもたらし、企業利益並びに労働者の収
入増加につながることも期待される。

同時に、需要主導型TVETの導入により各職種の職務内容、認定基準が明確化し、公正な就業環境が整
備されるため、労働市場における女性の就労促進も期待されるところである。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

（1）プロジェクトの活動に「普及」を含む場合は、誰が、何を、どこまで普及させるのかをプロ
ジェクト開始時点で可能な限り明らかにし、先方・日本側の双方で認識を共有することが、円滑なプ
ロジェクト実施に資する。（エクアドル／職業訓練プロジェクト）

（2）訓練校における訓練コースのレベルアップ等の技術協力だけでなく、TVETセクター全般で共有
できるような訓練管理体制の導入・普及等ソフト面の協力も必要である。（フィリピン／職業訓練向
上計画プロジェクト）

8．今後の評価計画

中間評価：2009年6月頃
終了時評価：2010年9月頃



事後評価：プロジェクト終了後3年後


